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四国の南部に位置し、北は四国山地により徳島・愛媛両県に接し、
南は太平洋に面した扇状になっている。 

位 置 

平均気温は17.0℃で、平野部では冬も暖かく温暖な気候。年間 
日照時間、年間降水量とも全国トップクラスで、よく晴れるが降る
時には一気に降るという特徴がある。 

気 候 

温暖な気候を利用した農業が盛んで、ナス、シシトウ、ショウガ、
ユズ等の生産量が全国１位となっている。また、近年は、土佐  
あかうしや土佐ジローなどブランドで知られる畜産品も見られる。 

産 業 
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高知県の概要 

人口 764,456人 

面積 7,105km2 

産業構成比 

第1次産業 3.8%（全国 1.2%） 

第2次産業 13.2%（全国23.8%） 

第3次産業 82.3%（全国74.6%） 



高知県の取組み 



人口減少による負のスパイラルを克服するため、課題解決先進県を目指した力強い取組を推進！ 

５ つ の 基 本 政 策  

 日本一の健康長寿県づくり ～日本一の健康長寿県構想の推進～ 

 経済の活性化  ～産業振興計画の推進～ 

 南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化  ～高知県南海トラフ地震対策行動計画を力強く実行～ 

 教育の充実と子育て支援  ～高知県教育振興基本計画 重点プランの着実な推進～ 

  インフラの充実と有効活用 

５つの基本政策に横断的に関わる政策 

 少子化対策の抜本強化と女性の活躍の場の拡大 

 中山間対策の充実・強化 

人口減少の 
負のスパイラルを克服！ 
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高知県の基本施策 
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高知県の取組み① 

高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本的な考え方（基本目標） 

地産の強化

外商の強化

拡大再生産

働く場の
拡大

基本目標① 地産外商により安定した
雇用を創出する

基本目標② 新しい人の流れをつくる

移住により、人口
減少の痛みを緩和

地域や経済の
担い手確保

基本目標③ 若い世代の結婚・妊娠・出
産・子育ての希望をかなえる、
女性の活躍の場を拡大する

結
婚

妊
娠

出
産

子
育
て

ライフステージに応じた支援
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基本目標④ コンパクトな中心部と小さな
拠点との連携により人々のくらしを守る

一連の動きをつな
げて好循環へ

移住促進・
人財誘致

地産外商・
観光振興

新しい人の動き
新たな展開、事業化

コミュニティ活性化、
商品群・事業者増

高知のものを買う、
高知に行く

高知を知る、
好きになる
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中心（基幹）地域

基本目標①②は
産業振興計画により推進

基本目標③ 若い世代の結婚・妊娠・出
産・子育ての希望をかなえる、
女性の活躍の場を拡大する
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地産の強化

外商の強化

拡大再生産

基本目標① 地産外商により安定した
雇用を創出する

基本目標①②は
産業振興計画により推進

働く場の拡大

高軒高ハウス  
etc. 

地産外商公社 
etc. 

事業承継・人材確保 
センター  etc. 

地産の強化

外商の強化

拡大再生産

働く場の
拡大
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基本目標①②は
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基本目標３関連 

〈出生（自然増減）〉 

高知県の取組み①  

「高知県人口の将来展望」の実現に向けた対策の方向性 

基本目標１、２関連 

〈移動（社会増減）〉 

方向性 展開イメージ 

○結婚の希望を叶える ・企業や地域が結婚・妊娠・出産・子育てを応援できる環境づくりの推進 
・出会いの機会の充実・拡大（新たな窓口の開設） 
・独身者に対するきめ細かな支援の充実（ボランティアの養成など） 

○第一子出産年齢を引き下げる、理想の子
どもの人数を叶える 

・企業や地域が結婚・妊娠・出産・子育てを応援できる環境づくりの推進[再掲] 
・妊娠期の不安にも対応できる地域の子育て支援拠点機能の強化 
・妊婦や子育て家庭に対して、必要な時期に必要としている情報が確実に届く仕組みの構築 
・子育てサークル活動の継続と拡大に向けた支援 
・子どもや保護者のニーズにあったきめ細かな支援の充実 

○女性の活躍の場を拡大する ・｢高知家の女性しごと応援室｣のさらなる機能強化 
・民間の新たな動きを活かした､女性の登用のさらなる促進 
・イクボスの県内普及､男性の家事･育児･介護参加に向けた､意識啓発の強化 

方向性 展開イメージ 

○質の高い雇用を創出する ・産業振興計画のさらなる推進（産業振興計画のバージョンアップ） 
・政府関係機関の地方移転の推進 

○県外からの移住を促進する ・高知のＱＯＬ（生活の質）に着目した移住ＰＲの展開 
・「高知版ＣＣＲＣ」など移住にも繋がるプロジェクトを全国に先駆けて実施 
・移住に関心を持っている都市部人材への継続的な働きかけや、人材の囲い込みに向けた体制の強化 
・移住相談とＵＩターン就職 
などの取り組みを一体的に実施するための体制強化 
・市町村や「高知家移住促進プロジェクト（ＫＩＰ）」との連携による、移住者の定着に向けたフォロー
アップ体制強化 

○県内企業への就職を促進する 
 ※特に県出身大学生の県内就職の希望
を叶える 

・事務系職場の拡大（優遇策など） 
・県出身大学生のＵターン就職の促進（県外大学との就職支援協定の拡大など） 
・地元企業就職に対するインセンティブ制度の導入（奨学金返還支援制度の創設など） 

推計人口の 
試算の仮定   

出生率が、2040年に2.07（人口置換水準）まで段階的に回復することを目指しし、県民の皆様の結
婚・出産の希望を叶えることを前提として、2050年に2.27まで段階的に上昇することを目指す。 

推計人口の 
試算の仮定 

社会増減が、県外大学生の就職に関する希望を叶えることなどを前提として、
2019年に均衡し、さらには、2040年に1,000人の社会増を目指す 
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◆ ７つの地域ごとに、それぞれの地域で進める具体的 

 な取り組みです。 

◆ プランは、「地域からの発案で提案されるもの」と 

 「産業成長戦略を地域で具体化する取り組みとして 

 提案されるもの」の２種類があります。 

◆ ５つの産業分野及びこれらを結ぶ連携テーマで 

  構成されています。 

◆ これからの対策をいつ、どのような形で実施するのか明確
化しています。   

農
 
業
 

林
 
業
 

水
産
業
 

商
工
業
 
 

観
 
光
 

産業成長戦略 地域アクションプラン 

   ①地産地消・地産外商の推進 

   ②産業間連携の強化 

   ③人材育成・担い手確保 

351 
施策 

253 
事業 

具体化 

戦略化 

 
  産業ごとの縦割りの計画ではなく、実体経済に合わせて産業間の連携を重視し、かつ生産面だけでなく、加工、流通、販売も合わせて支援する

トータルプラン 

 変化の激しい経済の動きに対応できるように、また、新たなアイデアを盛り込めるように、PDCAサイクルを通じて毎年度改定 

 第2期計画においては、「産業振興計画の推進によって目指す将来像（１０年後の成功イメージ）」を明記し、 

  その成功イメージの実現に向けて、各産業分野における目標や指標を設定 

   

産
業
振
興
計
画
の 

３
つ
の
特
徴 

※「PDCA」：Plan（計画）、Do（実行）、Check（検証）、Action（改善）による行動プロセス 

 ◆本県の強みや弱みを整理（ＳＷＯＴ分析） 

 ◆強みを生かしきる観点から改革の基本方向を明記 

総論 

   ④移住促進       など 

分
野
を
超
え
た
連
携
 

安芸 

物部川 

高知市 

嶺北 
仁淀川 

高幡 

幡多 

※ 計画の全体像は、別紙「第２期高知県産業振興計画ver.4  PR版」参照  

高知県の取組み② 産業振興計画の推進（1/3） 

【産業振興計画の構成】 飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画
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○ものづくり企業に加え、食品企業も一貫サポート 
 

○ものづくり地産地消・外商センターの支援機能を  
  強化 
   

○ものづくりに関する複数の補助金をパッケージ化 
  設備投資の制度も拡充 
 

高知県の取組み② 産業振興計画の推進（2/3） 

【第2期計画ver.４の強化のポイント（展開イメージ）】 

●農業
・学び教えあう場の拡大
・IPM技術の普及 ・集落営農の拡大
・次世代施設園芸団地の整備 等

●林業
・森の工場の整備

・大型製材工場や木質バイオマス
発電の稼動
・CLTの推進 等

●水産業
・カツオ等の県内水揚げ促進
・養殖業の振興 ・水産加工の推進 等

●移住促進
・高知家プロモーションと連動した多様な情報発信
・移住希望者への情報提供、サポート ・人財誘致 等
（移住者数）
Ｈ23：120組⇒Ｈ25:270組⇒H26：403組

●産業人材の育成、担い手の確保

（受講者数）H26：36科目に延べ1,921人

●設備投資への支援

新たな技術の普及により、高品質・高収量を実
現する施設園芸農業を展開

外商の強化により、「高知家の魚」の商流を
拡大させ、さらに新たなビジネスにも挑戦

県内各地に普及 県内外から
経営体を誘致

農
業

水
産
業

A材（良質材）→
高知おおとよ製材

←B材（中質材）

←C材・D材（低質材）
木質バイオマス発電

CLT関連産業スタート
（ラミナ工場の整備への
支援等）

新

○マグロ・カンパチ人工種苗の種苗生産・中間育成
ビジネスの育成

○水産加工関連産業の集積

◆少量多品種の特性を生かした展開

◆新たなビジネスへの挑戦

拡

拡

●食品加工の推進
・マーケットイン型商品づくり
・食品表示の適正化、生産管理の
高度化 等

●ものづくりの振興
・ものづくりの地産地消の推進
・成長分野育成研究会 等

●地域アクションプランの推進
●防災関連産業の振興
・防災関連製品の認定
・製品の開発支援 等

●コンテンツ産業の振興

徹底した一貫サポートにより、本県の
ものづくり力、商品力をさらに強化

支援体制と支援制度を強化拡

○ものづくり地産地消・外商センターの一貫サポート

地域が一体となった戦略的な観光地づくりを進め、さらに国際観光を抜本強化

拡
・H27「高知家・まるごと東部博」
H28「奥四万十博」
・旅行商品造成支援システムの構築

●外商支援
・地産外商公社の外商支援
(成約件数)Ｈ21：178件

⇒Ｈ25：3,333件
・ものづくり地産地消・外商センター
の外商支援
(売上高)Ｈ24：2.5億円

⇒Ｈ26：27.1億円
・県内外でのフェア・商談会等の開催
(開催件数)H20：13件

⇒H25：188件

●貿易振興
・ユズを中心とした輸出促進
・海外での展示・商談会、物産展の開催 等

引き続き、県内事業者の外商活動を
後押しし、さらに輸出振興を本格化

人口減少社会に対応し、人財確保・事業承継の取り組みを
本格化、さらに第一次産業の担い手確保対策を強化

事業承継・人材確保

センター

新 移住促進、人財誘致

の取り組み

拡 「林業学校」の開設

就農支援体制の強化

事業承継者や中核人材を確保

⇒ 休廃業件数の減少、企業の成長

新

拡

担い手を確保

⇒ 農林水産業のさらなる振興

観光商
品をつく
る

売る
もてな
す

産学官民の交流で

生み出された新し

いアイデアを新たな

事業展開等につな

げ、様々なイノベー

ションを創出

●観光の振興
・観光拠点づくり
・広域観光の推進
・旅行商品の作成、磨き上げ支援
・広報、セールス活動
・観光人材の育成

○現地窓口機能の強化
・「台湾」国際観光推進拠点を整備
・「香港」国際観光団体に職員派遣

新

◆国内に加え、国際観光でも、次のサイクルを連動させて推進

○地産外商公社の活動範囲を、
首都圏中心から、関西・中部、中国、四国、九州に拡大

○ものづくり地産地消・外商センターの支援機能を強化

○輸出振興拠点を台湾に整備、
貿易促進コーディネーターを増員

拡

拡

◆食品に加え、機械系も含めた輸出振興を本格化
（県外観光客入込数）

Ｈ21：315万人
⇒H25:407万人
⇒H26:401万人

本県の強みである
紙産業の競争力をさらに強化

○紙産業技術センター
の機能強化

○新技術、高付加価
値製品の開発支援

拡

拡

ビジネスプラ
ン策定

試作品開発

商品開発
販路開
拓・拡大

「地産の強化」「外商の推進」さらに「拡大再生産」へ

事業拡大
雇用創出

漁
村

・高知家の魚
応援の店

・さかな屋
高知家

ＪＦこうち
販売子会社

（鮮魚等の販売）

加工も強化

《外商強化》

拡

一貫サポートにより、企業の事業
拡大に向けた挑戦を全力で応援

《機能強化》拡

拡

拡

拡

構築した川上から川下までの仕組みを
生かして、森の資源を余すことなく活用

林
業

原木増産
の強化

収量
倍増

大規模施設園芸団地

高軒高を中心とする
大規模次世代ハウス

低コスト耐候性等の
中規模次世代ハウス

既存型ハウスへの
環境制御技術導入

収量
15～30％UP

収量
30～50％UP

《第一次産業》

《関連産業の振興》

①
「
地
産
」
の
強
化

②
「
外
商
」
の
強
化

③地産外商の
成果を

拡大再生産へ！
連 動

産学官民が連携し、イノベーションを創出

＋

次世代型こうち
新施設園芸システム

中山間農業複合経営拠点新

国
内

海
外 龍馬パス

ポート等

産学官連携についての企業や地域のニーズに
対応するため、ワンストップ窓口を設置

県内外から様々な人材や知恵を呼び込みなが
ら、様々なテーマごとの講座などを開催

土佐まるごとビジネスアカデミーなどの研修事業
を実施

３
つ
の
拠
点
機
能

高知県産学官民連携センター新

知の
拠点

交流
の拠点

人材育成
の拠点

最
大
限
活
用

農産物直販所

農産物加工所
(6次産業化)

次世代施設園芸
畜産基地

農家ﾚｽﾄﾗﾝ

集落営農

拠点を支える協議会

庭先集荷

生産者

担い手の
育成・確保

中山間に適し
た農産物生産

複合経営

拠点

新

①
「
地
産
」
の
強
化 

②
「
外
商
」
の
強
化 

6 

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画



高知県の取組み② 産業振興計画の推進（3/3） 

【有効求人倍率の推移等】 

高知県のH27.8月の有効求人倍率「0.98」は 
 過去最高 

（ H27.8月 全国：1.23、四国：1.22） 

有効求人倍率 

○様々な仕組みを整え、官民一体となって取り組んできた結果、計画スタート当初の厳しい局面から脱し、一部に明るい兆しも見え始めてきました。 

○「やればできる」という思いを県民の皆様と共有させていただき、手応えをさらに確かなものにしていくため、飛躍への挑戦を続けていきます。 

飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

出典：高知労働局 0.30 

0.40 

0.50 

0.60 

0.70 

0.80 

0.90 

1.00 

1.10 

1.20 

H12年1月 H13年1月 H14年1月 H15年1月 H16年1月 H17年1月 H18年1月 H19年1月 H20年1月 H21年1月 H22年1月 H23年1月 H24年1月 H25年1月 H26年1月 H27年1月

全国

高知県

四国 産業振興計画 

リーマン
ショック 

H27年5月は 

過去最高を更新 

H27年 

8月 

全国 

：1.23 

四国 

：1.22 

高知：
0.98 

★商工業分野

と観光分野で

は、第２期産

業振興計画で

設定した目標

を前倒しして

達成 

産業振興計画の成果 
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○津波避難空間の確保 
死者数：約53,000人 

津波早期避難率    ：20% 
住宅耐震化率      ：74% 
津波避難空間      ：未整備 

津波避難空間の確保が 
されていないとしたら 

＋11,000人 

－31,000人 

－ 9,200人 

 
取り組み 
  以前 

全 壊 ・ 焼 失 建 物 

棟  数 
 約153,000棟 

負 傷 者 数 
 約 36,000人 

 （内 重傷者数20,000人） 

死 者 数   約 42,000人 

断 水 人 口  約575,000人（給水人口の82%） 

停 電 軒 数  約521,000軒 （停電率99%） 

避 難 者 数  約438,000人 

液状化 1,100棟 

揺  れ 80,000棟 

急傾斜地 

崩壊 
710棟 

津  波 66,000棟 

火  災 5,500棟 

合  計 153,000棟 

負傷者数 死者数 

建物倒壊 33,000人 5,200人 

急傾斜地 

崩壊 
140人 110人 

津 波 2,900人 36,000人 

火 災 300人 500人 

合 計 36,000人 42,000人 

〇想定される主な被害 〇負傷者・死者数の内訳 〇全壊・焼失建物棟数の内訳 

死者数：約42,000人 

津波早期避難率     ：20% 
住宅耐震化率       ：74% 
津波避難空間整備率   ：24% 

現状 
(H25.5) 

津波早期避難率     ：100% 
住宅耐震化率       ： 77% 
津波避難空間整備率   ：100% 

   死者数：約1,800人 

津波早期避難率     ：100% 
住宅耐震化率       ：100% 
津波避難空間整備率   ：100% 

※ 

住宅の耐震化率が 
 １００％になると 

津波避難意識の向上 
津波避難空間の確保 

さらなる取り組みの拡充 

【県・市町村の取り組み】 【地域・家庭の取り組み】 

〇地震・津波に関する情報提供・広報 
 (パンフレットや広報誌、起震車による啓発) 

〇防災教育、訓練の支援と充実 
 (備えちょき隊の派遣、県内一斉避難訓練) 

〇自主防災活動の支援 
〇住宅耐震化の支援 
〇高齢者世帯などの家具固定の支援 
〇堤防などのハード整備の推進 

 将来 

   死者数：約11,000人 ３年後の 
減災目標 
(H27年度末） 

平成２５年３月 
までに整備済 

避難路・避難場所 ３６１カ所 

津波避難タワー  １７基 

死者数を限りなくゼロに!! 

高知県南海トラフ地震対策の全体イメージ 

 人的・物的被害の想定（H25.５高知県） ※人的被害（死者数）が最大となるケースで想定 対策による被害の軽減 

〔津波避難タワー〕 〔津波避難路〕 

〇津波避難空間の確保 

平成27年3月 
までに整備済 

計画総数 

避難路・
避難場所 

1,117カ所 １，４４５カ所 

津波避難
タワー 

66基 １１５基 

計画達成に向け整備を加速化！！ 

高知県の取組み③ 

南海トラフ地震対策の推進 

〇さらなる津波避難空間の確保 
〇堤防などのハード整備の推進 

〇住宅耐震化の支援 
〇高齢者世帯などの家具固定の支援 

〇防災意識の向上 

〇自主防災活動 

〇避難訓練の実施 

〇住宅の耐震化 

〇家具の固定 

〇住宅の耐震化 
〇家具の固定 

〇地域の津波避難 
 計画を再点検 
〇避難訓練を繰り 
 返して実施 
〇建築物のさらなる 
 安全性の向上 

〔応急期〕 命をつなぐ 

■総合防災拠点の整備■活動用燃料の確保■応急期の機能配置（公共用地等の一時的な利用の調合調整） 
■応急部隊・物資等の受入体制■がれき処理 
 ⇒大規模災害に備えた避難所運営マニュアル作成の手引き、災害時保健活動ガイドライン 

応急対策 

■避難所・福祉避難所の確保と運営■要配慮者への支援■保健・衛生活動の充実                     
 ⇒南海トラフ地震時栄養・食生活支援活動ガイドライン、災害時の心のケアマニュアル、広域火災計画、 
 災害廃棄物処理計画 

避難所対策 

■前方展開型の医療救護活動の実現（※）（医療救護所等の整備強化、医師等の総動員のための研修制度の創設） など 
※負傷者を後方搬送が出来ない状況を想定し、前方である負傷者に近い場所で行う医療救護活動を強化すること 
 ⇒災害廃棄物処理計画、道路啓開計画、災害時医療救護計画、応急救助機関受援計画（作成中） 

医療救護対策 

■復興をにらんだ機能配置（公共用地等の長期・恒久的な利用）■生活の拠点となる住宅の確保（仮設住宅・公営住宅） 
■生活を支える拠点のあり方（復興マーケット等） 
 ⇒応急仮設住宅供給計画（作成中）、災害公営住宅建設計画（作成中） 

土地利用 

■復興の考え方の整理 ■産業の復興（ＢＣＰ策定等） ■高台移転も含めた事前復興 ■地積調査                                    
 ⇒災害公営住宅建設計画（作成中）、復興都市計画（作成中） 

復興 

〔復旧・復興期〕 生活を立ち上げる 

■既存建物の耐震化の促進（住宅、学校等の公共施設、医療施設、社会福祉施設）■室内の安全確保対策（家具転倒防止）                      
 ⇒高知県耐震改修計画、津波避難タワー設計の手引き  

揺れ対策 

■非難対策（津波避難路、避難場所、津波非難タワー・シェルターの整備） 
■津波・浸水被害の軽減（海岸堤防等の耐震化） ■非難訓練   
 ⇒津波避難タワー設計のための手引き、地域津波非難計画、災害時における要配慮者の避難支援ガイドライン 

津波対策 

■市街地の大規模開催等への対策（出火防止、避難対策） 
■津波火災への対策（石油基地の津波火災対策、農業用・漁業用燃料タンクの対策） 
 ⇒災害時における要配慮者の避難支援ガイドライン、地震火災対策指針 

火災が発生 

〔復旧・復興期〕 生活を立ち上げる 

8 



２７年度一般会計予算の概要 



9 

課題解決先進県を目指した取り組みの推進 

２７年度 一般会計当初予算のポイント 

経済の活性化 

 
これまでの産業振興計画の取り組みを土台に、 
「地産」「外商」をさらにパワーアップさせ、高い次元の新しいステージへ 

H26 205億円→H27 153［195］億円 

1 

南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化 

 
命を守る対策に引き続き最優先で取り組み、 
助かった命をつなぐための応急期の対策を充実・強化 

H26 362億円→H27 399億円 

2 

日本一の健康長寿県づくり 

 
県民の健康づくりの支援や在宅療養ができる環境整備、 
地域福祉活動を支える高知型福祉の基盤整備を推進 

H26 407億円→H26 407［409］億円 

3 

教育の充実と子育て支援 
 
 
 
 

目標達成に向けた「知」「徳」「体」のさらなるステップアップに 
向けた取り組みの推進 
 

H26 200億円→H27 202［203］億円 

4 
 

 

 

 

インフラの充実と有効活用 
 
 
 

公共土木施設（河川・海岸堤防等）や学校施設の耐震化など事前防災対策
を加速化 

H26 993億円→H27 1,000億円 

5 

中山間対策の充実・強化 

H26 250億円→H27 258［277］億円 

普通建設事業費 1,000億円 

 

○６年連続対前年度予算増 （+7億円、0.7%） 

 

当初予算額 4,584億円 

 

○６年連続対前年度予算増（+57億円、＋1.3％） 
 

 

○平成26年２月補正予算への前倒し分（まち・ひと・しごと創生関
連等）47億円を合わせた予算総額 

            4,631億円（+104億円、+2.3％） 

H27当初予算の状況 

 南海トラフ地震対策等を大幅に加速化しながらも、財政の 
健全性を確保するために、歳入の確保と歳出削減に積極的に
取り組む。 

 

①国の有利な財源の活用 

  ・地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生 
  先行型）の活用 26億円（H26.2月補正前倒し） 
②新・高知県行政改革プランに基づき、行政のスリム化（定数 
 削減）を推進 
  ・定数削減の効果 △7.0億円 
③課題解決先進枠等を活用した積極的な事務事業の見直し           

  H27当初：△14.7億円（H26当初：△14.6億円） ※見直しの効果 

財政健全化のための取り組み 

少子化対策の抜本強化と女性の活躍の場の拡大 

H26 83億円→H27 92［94］億円 

横断的に関わる政策 

※【 】は２月補正予算への前倒し 

  分を含んだ額 

人口減少の 
負のスパイラルを克服！ 
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２７年度 一般会計当初予算の状況 

○歳入歳出総額は４，５８４億円となり、前年度比１．３％（５７億円）の増 

＜予算編成のポイント＞ 

 ① 課題解決先進県を目指した取り組みの推進 

 ② 経済の活性化対策、南海トラフ地震対策などを大幅に加速しながらも、財政の健全性を確保 

歳出 歳入 

（単位：百万円） 

地方交付税 

＋臨時財政対策債 

197,668 （43.1％） 

地方譲与税 

14,025（3.1％）  
地方特例交付金 

151（0.0％）  
交通安全対策特別交付

金256（0.1％）  

国庫支出金 

65,542（14.3％）  県債46,967 

（10.2％）  

その他 

2,072（0.5％）  

県税60,735 

（13.2％）  

地方消費税清算金

26,189（5.7％）  

使用料及び手数料 

4,947（1.1） 

分担金及び負担金2,823 

（0.6％） 

財産収入 

852（0.2％）  

一般寄付金 

5（0.0％）  

繰入金20,289 

（4.4％）  
諸収入15,931 

（3.5％）  

依存財源 

326,681 

（71.3％）  

自主財源
131,771 

（28.7％） 

人件費 

120,050（26.2％）  

公債費 

69,497 （15.2％） 

貸付金 

8,286（1.8％）  

補助費等 

108,001 （23.6％） 扶助費 

12,021 （2.6％） 

その他 

35,908（7.8％）  

普通建設事業費 

100,004 

（21.8％）  

災害復旧事業 

4,685（1.0％）  

経常的経費 

353,763 

 （77.2％） 

投資的経費 

104,689 

（22.8％）  



高知県の財政状況 



区    分 ２５年度決算 ２６年度決算 増減（26－25） 

決
算
収
支 

歳入総額 4,682億円 4,510億円 △172億円 

歳出総額 4,546億円 4,310億円 △236億円 

形式収支 136億円 200億円 ＋64億円 

翌年度繰越財源 108億円 176億円 ＋68億円 

実質収支 28億円 24億円 △4億円 

実質単年度収支 △19億円 △16億円 ＋3億円 

財政
指標 

経常収支比率 92.9% 94.5% ＋1.6ポイント 

財政力指数 0.22891 0.23299 ＋0.00408 

健
全
化
判
断
比
率 

実質赤字比率 該当なし 該当なし － 

連結実質赤字比率 該当なし 該当なし － 

実質公債費比率 13.6% 12.0% △1.6ポイント 

将来負担比率 158.5% 158.0% △0.5ポイント 

そ
の
他 

県債残高（※） 8,490億円 8,514億円 ＋24億円 

うち臨時財政対策債除く 5,044億円 4,970億円 △74億円 

積立基金の現在高（※） 839億円 623億円 △216億円 

うち財政調整的基金 313億円 316億円 ＋3億円 

（※） 減債基金積立額を償還額に含めない場合の県債残高及び積立基金の現在高を記載。（決算統計上は、満期一括償還地方債の償還財源として減債基金に積み立てた額は、積み
立てた時点で県債を償還したものとみなすため、県債残高及び減債基金の残高から除かれることとなっているが、本表においては実残高を記載。） 
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2６年度 普通会計決算の状況 



人件費 

1,179  
27% 

扶助費 

113  
3% 

公債費 

741  
17% 

普通建設事

業費 

943  
22% 

災害復旧 

事業費 

44  
1% 

補助費等 

882  
20% 

物件費 

198  
5% 

貸付金 

88  
2% 

積立金 

35  
1% 

その他 

87  
2% 

県税 

668  
15% 

繰入金 

256  
6% 諸収入 

155  
3% 

その他 

209  
5% 

地方交付税 

1,757  
39% 

国庫支出金 

635  
14% 

地方譲与税

等 

157  
3% 

県債 

673  
15% 

12 

 26年度 普通会計決算の歳入・歳出の状況 

（単位：億円） 

歳入 

4,510 

自主財源 
29% 

依存財源 

  71% 

歳出 

4,310 

義務的経費 
47% 

その他経費 
 30% 

投資的経費 
 23% 

○歳入総額は４，５１０億円、歳出総額は４，３１０億円となり、形式収支は２００億円の黒字 

○翌年度に繰り越すべき財源を除いた実質収支は２４億円の黒字 



4,393  4,323  4,383  4,308  4,386  
4,564  

4,324  4,227  4,144  
3,922  

3,621  
3,447  

3,177  
3,011  3,049  

3,729  

3,358  3,312  3,243  
3,499  

3,222  

1,902  1,921  
2,004  2,034  

2,262  2,104  

1,951  1,919  

1,527  
1,442  

1,331  
1,210  

1,218  1,278  1,186  

1,313  

1,155  1,306  
1,153  

1,183  
1,288  

6,295  6,244  
6,387  6,342  

6,648  6,668  

6,275  6,146  

5,671  
5,364  

4,952  
4,657  

4,395  4,289  4,235  

5,042  

4,513  4,618  
4,396  

4,682  
4,510  

599  623  652  659  

753  744  773  
742  

653  637  636  639  668  

744  708  

641  614  615  605  619  
668  

0  

200  

400  

600  

800  

1,000  

1,200  

1,400  

1,600  

1,800  

0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

5,000  

6,000  

7,000  

8,000  

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

依存財源 自主財源 県税（右軸） 

○２６年度は、県税など自主財源が増加した一方、国の経済対策事業の減少などにより、歳入全体では前年度 

 比３．７％（１７２億円）の減。 

○歳入決算額は、三位一体改革に伴う国庫支出金・地方交付税の減少などにより、１１年度をピークに減少。 

○２１年度以降は、国の経済対策交付金などを積極的に活用し、真に必要な事業を実施するための財源を確保。 

（億円） （億円） 

普通会計 歳入決算額の推移 

H20 ／H 11＝63.5% 

・ 地方の財源確保に向けた 
提案の強化 

・ 県税など収入未済金対策の
推進 

・ 産業振興計画の推進による
県経済体質の抜本的強化 

13 



2,241  2,099  2,164  2,236  2,313  2,371  2,447  2,493  2,502  2,443  2,460  2,370  2,301  2,289  2,236  2,208  2,196  2,171  2,099  2,005  2,033  

2,373  2,462  2,415  2,365  2,420  2,486  
2,027  1,939  1,774  

1,497  1,292  
1,110  

890  801  736  1,004  851  944  830  977  987  

1,536  1,553  1,626  1,551  
1,647  1,624  

1,571  1,529  
1,251  

1,266  
1,108  

1,062  
1,127  1,128  1,184  

1,739  

1,271  1,380  
1,330  

1,564  1,290  

6,150  6,114  6,205  6,152  
6,380  6,481  

6,045  5,961  

5,527  
5,206  

4,860  
4,542  

4,318  4,218  4,156  

4,951  

4,318  
4,495  

4,259  
4,546  

4,310  

0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

5,000  

6,000  

7,000  

8,000  

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

義務的経費 投資的経費 その他の経費 

○２６年度は、国の経済対策事業の減少などにより、前年度比５．２％（２３６億円）の減。 

○１１年度以降、行政改革プラン等に基づき歳出規模を抑制。（人件費、公債費などの義務的経費は１１年度比１４．２％ 
（３３８億円）の減少） 

○２１年度以降、国の経済対策事業を有効活用することなどにより、南海トラフ地震対策やインフラ整備を着実に
実施するための投資的経費を確保。 

普通会計 歳出決算額の推移 

（億円） 新 ・ 高 知 県 行 政 改 革 プ ラ ン   
（H22.3策定）に基づき、 

・ 職員定数の削減などにより義務的
経費を抑制し、財政硬直化を是正 

・事務事業を徹底して見直したうえで、
地震対策など新たな課題へ対応 

H20／H11＝64.1% 

14 



H24 H25 H26 早期健全化基準 

実質赤字比率 － － － 3.75% 

連結実質赤字比率 － － － 8.75% 

実質公債費比率 
（３か年平均） 

14.7% 13.6% 12.0% 25.0% 

将来負担比率 158.6% 158.5% 158.0% 400.0% 

○２６年度決算に基づき算定した本県の比率は、いずれも早期健全化基準を大幅に下回る状況。 

○実質公債費比率（３か年平均）は、元利償還金が減少したことなどにより、前年度から１．６ポイント改善した。 

○将来負担比率は、臨時財政対策債以外の新たな地方債発行の抑制や、職員数の減により退職手当負担見込
額が減少したことなどにより、前年度から０．５ポイント改善した。 

全国順位（比率の低い順） H24 H25 H26 H26全国平均 

実質公債費比率 
（３か年平均） 

23位 16位 7位 13.1% 

将来負担比率 ８位 ８位 １０位 187.0% 

（※）全国平均は、加重平均 15 

健全化判断比率の状況 



60.0 

110.0 

160.0 

210.0 

260.0 

310.0 

360.0 

8.0 10.0 12.0 14.0 16.0 18.0 20.0 22.0 

○実質公債費比率、将来負担比率ともに全国平均以下であり、健全な財政運営を行っていると判断できる。 

→今後も引き続き、南海トラフ地震対策などの課題への着実な対応と、財政健全化の両立を図る。 

実質公債費比率と将来負担比率の散布図（東京都を除く道府県） 

高知（H26） 

（将来負担比率：％） 

（実質公債費比率：％） 
※ 全国平均は、東京都を除く加重平均（「２５年度都道府県財政指数表」（総務省）） 
※ 財政力指数0.3未満（Ｅグループ：H25年度）の10県を県名表示 

[参考：2５年度決算] 健全化判断比率の全国比較 

高知県  

実質公債費比率  H25：13.6% →H26：12.0％ 

将来負担比率    H25：158.5%→H26：158.0％ 

実質公債費比率平均：15.0％ 

将来負担比率平均：216.9％ 

高知（H25） 

徳島 

鹿児島 

秋田 

宮崎 
長崎 

島根 
和歌山 

鳥取 沖縄 
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7,353  
7,156  

6,889  
6,613  

6,372  
6,201  

5,944  
5,744  

5,443  
5,217  5,081  5,044 4,970  

113  353  795  1,113  
1,347  1,547  1,705  

1,898  2,304  2,758  3,042  3,249  3,446  3,544  

4,943  

5,549  

6,141  

6,647  

7,057  
7,350  7,423  7,488  

7,706  
7,951  8,002  7,960  7,919  7,906  7,842  

8,048  
8,201  8,260  8,330  

8,490  8,514  

0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

5,000  

6,000  

7,000  

8,000  

9,000  

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

億円 

県債残高の推移（普通会計ベース） 

県債残高（臨財債除き） 臨時財政対策債 

○臨時財政対策債を除いた実質的な県債残高は、１２年度をピークに着実に減少。（１２年度比６７．０％） 

○普通会計の地方債現在高は、鳥取県、沖縄県、佐賀県に次いで少ない全国第４４位。（２５年度都道府県決算状況調） 

（※） 減債基金積立額を元金償還額に含めない場合の実残高を記載 

県債残高の推移 

  

臨財債を除く県債残高 
 H26／H12＝67.0% 

（億円） 

7,375 
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37 37 37 33 0 20 52 
13 26 39 46 70 86 78 80 
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H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26  

財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金 うち財政調整的基金 

○積立基金の残高は、国の経済対策事業の活用に伴い、２１年度以降大幅に増加。 

○２６年度末の財政調整的基金については、当該年度に１２億円の取崩しを行ったものの、財政調整基金への  
決算剰余金積立てなどにより、２５年度末残高を上回る額を確保。 

  → 財政調整的基金への積立てを着実に行い、将来へ備える。  

（※） 減債基金積立額を元金償還額に含めない場合の実残高を記載 18 

積立基金残高の推移 

（億円） 

国の経済対策を 

活用し大幅増加傾向 

 
三位一体改革に伴う財源不足
に対応するため、財政調整基
金を全額取崩 

 



（単位：百万円） 

○電気事業、工業用水道事業については、単年度黒字を維持し、安定した経営状況 

○病院事業については、県立病院改革プラン（経営健全化計画）に基づき目標達成に向けた取組を着実に実施 
 ※いずれの会計も資金不足は発生しておらず資金不足比率は該当なし 

19 

公営企業会計（法適用事業）の状況 

事業名 貸借対照表 
    

損益計算書 
    H26年度末 

借入金残高 
資金不足 
比率（％） H25年度 H26年度 H25年度 H26年度 

電気事業 

 資産合計 11,043 10,228  総収益 1,311 1,915 

449 －  負債合計 809 1,701  総費用 1,148 1,838 

 資本合計 10,234 8,527  純利益 163 78 

工業用水道事業 

 資産合計 4,975 4,082  総収益 192 339 

322 －  負債合計 333 2,980  総費用 172 266 

 資本合計 4,642 1,102  純利益 20 72 

病院事業 

 資産合計 35,212 28,436  総収益 11,801 14,558 

21,979 

  

 負債合計 4,837 29,460  総費用 12,402 18,009    － 

 資本合計 30,375 △1,024  純損失（△） △ 601 △ 3,451   



財政健全化に向けた取組み 
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財政の健全化の取組み 

主な項目 取り組み状況 

国への政策提言に 
よる財源確保 

知事が直接行った国の政策等に対する政策提言： ２８項目（Ｈ２６） 
 

・ H26補正予算の「地方創生先行型交付金」において、中山間地域における「小さな拠点」の 
  取り組みへの支援強化など本県の政策提言が採用 
・ 木材需要拡大や移住促進など本県が先進的に取組む施策を提言し、国が新規予算を計上 
 （CLT関連予算、移住・交流情報ガーデンの設置など） 

事務事業等の見直し 
 

H2５年度当初予算で創設した「課題解決 
先進枠」を拡充し、事業のｽｸﾗｯﾌﾟ･ｱﾝﾄﾞ･ﾋﾞﾙﾄﾞ 
を進めるとともに、その財源を活用し、課題 
解決を目指した新規事業の創設や既存事業の 
ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟを促進 
 

当初の目的が達成された事業の休廃止、類似 
 事業の整理統合等を促進 

県税等の財源確保 
 

  H24当初 H25当初 H26当初 H2７当初 

 見直し額 
合計 

△677 △949 △1,460 △1,469 

事務事業の 
見直し 

△274 △500 △803 △394 

補助事業の 
見直し 

△403 △449 △657 △1,075 

  H23実績 H24実績 H25実績 H26実績 

 差押件数 2,986件 2,465件 1,600件 1,857件 

徴
収
率 

現年 99.1% 99.１％ 99.２％ 99.3％ 

現年・ 
繰越計 

96.7% 96.9％ 97.4％ 97.9％ 

 収入未済額 17億円 15億円 13億円 11億円 

  H23実績 H24実績 H25実績 H26実績 

件 数 15件 12件  13件  9件 

売却額 3.7億円 0.9億円  2.5億円  0.3億円 

【事務事業等の見直しによる削減額】（単位：百万円）  

県有財産の処分 県税収入の確保 

  H23実績 H2４実績 H25実績 H26実績 

ふるさと 
寄附金 

230件 
1,173万円 

267件 
2,894万円 

499件 
1,690万円 

649件 
2,366万円 

広告収入 
32件 

269万円 
22件 

242万円 
113件 

485万円 
72件 

324万円 

その他収入の確保 



中長期推計のポイント 

＊行動計画を踏まえた南海トラフ地震対策を行いながらも、将来に備えるための基金残高を維持できている 
＊消費税については、H29.4月～10％で推計 

3 
 本県の財政運営は地方交付税制度など国の動向に大きく左右されるため、引き続き国に対して積極的
な提案を行いつつ、的確なアクセルとブレーキにより安定的な財政運営を行う。 

2 
 県債残高は全国でも低水準にあり、国の経済対策に呼応して県債の発行額が大幅に伸び始めた平成
７年度末を下回る水準。南海トラフ地震対策を含む必要な投資事業を実施しても、中期的には逓減傾
向を維持できる見込み。 

1 
 昨年の推計後、国の補正予算を有効に活用したことなどにより、財政調整的な基金の残高の増加が図ら
れ、今後の南海トラフ地震対策に必要な経費を見込んでもなお安定的な財政運営の見通しを立てることが
できた。 

平成33年度までの県債残高（臨財債除く）の見通し 

⇒必要な投資事業を実施しても、中期的には逓減傾向を維持 

＊これまでの行財政改革の結果、Ｈ27時点でピーク時（Ｈ12：7,243億円）から2,400億円程度の減 
＊将来負担比率は全国でも低位（Ｈ25：158.5％で８位）であり、県債残高を含む将来負担は低水準 

一般会計ベース 億円 
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平成33年度までの財政収支の見通し 
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⇒安定的な財政運営に一定の見通し 
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今後の財政収支の見通しについて 
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新・高知県行政改革プランの取組み（平成22～26年度） 

             

 

 

        

    

 

   

主な実績 

１ 
職員数のスリム化 

● 平成27年4月には、目標としていた3,300人体制をほぼ達成 

  （今後5年間（H27～H31）も3,300人体制を継続） 

主な実績 

２ 

主な実績 

３ 

簡素で効率的な組織の構築 
●県政課題に対応する重点配置を行うため、不要不急の事業の見直しを徹底的に行い、   

   スクラップアンドビルドを実施（減員要素△455人、増員要素＋355人） 

● 経済の活性化、南海トラフ地震対策、日本一の健康長寿県づくりなど緊急性・重要性 

   の高い分野に重点的に配置 

● 存在意義が薄れている団体や事業の必要性が低下している公社等外郭団体につい  

   て、第三セクター等改革債の活用等により、５年間で６団体を統合・廃止（現在29団体） 

財政健全化の取組み 
● 事業の見直しや改善、優先順位付けのインセンティブとなる「課題解決先進枠」を創
設し、予算のスクラップアンドビルドとブラッシュアップを徹底 

●  県債の発行抑制や償還期間の見直しなどに積極的に取り組み、臨時財政対策債
を除く実質的な県債残はピーク時（H12）の約6割の水準まで減少。今後も引き続き
県債残高の抑制に努める。 

 本県の財政構造は、国の動向に左右される脆弱な体質にあるため、徹底した効率化を図り、中長期
的に財政の健全性を確保していく必要があるため、平成22年度から５ヵ年間の計画による行政改革
に取り組んできました。 
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職員数のスリム化 

  職員数の推移   

  国や他県を上回る職員数の削減率   

 ピーク時（H6） 10年前（H1７) 

H1７→H2７  知事部局  650人（16.4%）減 
          総数   1,929人（12.4%）減 

知事部局 
総 数 

75.0  

80.0  

85.0  

90.0  

95.0  

100.0  

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

国 

全都道府

県 

高知県 

（％） 

高知県 
H23=79.3 
H24=78.8 
H25=78.0 
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※ 国及び全都道府県の数値は、全国知事会提供データ（H24調査） 
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24 

人件費の推移 

（億円） 

ラスパイレス指数の 
推移 

普通会計決算に占める
人件費の割合 

※ H24、25の上段（ ）は、国家公務員の時限的な給与減額支給措置が無いとした場合の指数 

給与カット累計額 

※  H26までは普通会計決算における職員給。H27は当初予算額。 
  上段は給与カットによる削減額（Ｈ25削減額は12月補正減額分）。 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

行政職 98.2 95.5 95.2 95.6 96.1 97.3 99.3 98.8
＜98.8＞

106.9

＜98.6＞

106.7
98.2

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

(47都道府県平均） (31.6%) (31.4%) (31.6%) (31.8%) (31.1%) (28.4%) (28.8%) (27.6%) (28.1%) (28.1%) (28.4%)

高 知 県 29.4% 30.1% 31.6% 31.9% 31.3% 26.1% 29.5% 28.0% 28.6% 25.4% 27.4%
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今年度の発行計画 

 【平成２７年度の発行予定】 
 

  ◇発行額：１００億円             ◇償還方法：満期一括償還 

 

  ◇発行時期：平成２７年１１月        ◇償還年限：１０年 

   

  
引受シンジケート団 

 

   
・四国銀行 

・みずほ銀行 

・高知銀行 

・高知県信用農業協同組合連合会 

・幡多信用金庫 

・三菱東京UFJ銀行 

・三井住友銀行 

・新生銀行 

・あおぞら銀行 

  

銀行団 ９機関  

   
・野村証券 

・SMBC日興証券 

・大和証券 

・みずほ証券 

・三菱UFJモルガン・スタンレー証券 

・岡三証券 

・東海東京証券 

・しんきん証券 

・SMBCフレンド証券 

  

証券団 ９機関 
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問い合わせ先 

 

 ■高知県総務部財政課公債・基金グループ 
 

   〒780-8570  高知市丸ノ内１丁目２番２０号 

   TEL 088-823-9342  ／  FAX 088-823-9768 

   E-mail  110401@ken.pref.kochi.lg.jp  

 

 ■財政課ホームページ 

   http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/110401/ 

   

  

mailto:110401@ken.pref.kochi.lg.jp

